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汚染状況重点調査地域等における除染活動支援 

内田 伸一(国立研究開発法人 日本原子力研究開発機構 福島環境安全センター 環境回復推進グループ)，

萩野谷 仁(検査開発株式会社)，山田 耕治(東京電力ホールディングス)，西野 克己(検査開発株式会社)，

川瀬 啓一(国立研究開発法人 日本原子力研究開発機構 福島環境安全センター プロジェクト管理課)， 

岡田 尚(国立研究開発法人 日本原子力研究開発機構 福島環境安全センター 環境回復推進グループ) 

平成23年3月11日，東北地方太平洋沖地震に端を発し，東京電力福島第一原子力発電所事故が発生した。これに

伴い，大量の放射性物質の放出による環境汚染が発生し，国により放射性物質の除染のための「放射性物質汚染

対処特別措置法(特措法)」が制定された。日本原子力研究開発機構と東京電力は，内閣府・環境省からの要請を

受け，平成23年9月28日に「除染推進専門家チーム」を発足させ，福島県内の各市町村における除染活動の円滑な

推進のため，各自治体等への支援活動を開始し，1,862件(平成28年3月末まで)の案件を支援した。 

「除染推進専門家チーム」の主な活動(平成28年3月末まで)は，次に示すとおりである。 

(1) ワンストップ対応(電話相談窓口)  608 件

(2) 除染計画の策定支援   114 件 

(3) 除染計画に係る住民説明会    50 件 

(4) 除染に係る技術指導   644 件 

(5) 除染に係る講習会対応   100 件 

(6) 仮置場設置に係る技術指導   264 件 

(7) 仮置場設置に係る住民説明会    82 件 

本報告は，これまでの「除染推進専門家チーム」の活動を紹介する。 

活動内容の年度別推移

ワンストップ対応(電話相談窓口)内訳
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